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　島根県では、施策を一層充実させるとともに、来年度策定する計画の基礎資料とするため、5年ぶりに「男女共同参
画に関する意識・実態調査」を行い、992名（女性550名、男性436名、不明6名）の方から回答をいただきました。その主
な結果について速報でお知らせします。

「男女共同参画に関する県民の
意識・実態調査」　概要速報結果 

　社会全体としては、「男性が優遇されている」と考える女性が85.8％と高いのに比べて、男性は66.3％で、男女で意
識の差が大きくなっています。

1 ● 男女の地位の平等感

2 ● 男女の役割等に関する意識

●図１　社会全体における男女の地位の平等感

　県の政策に女性の意見が反映されていると感じている人は、前回調査よりも増えて半数に達しましたが、女性の場合は
「反映されていない」と感じる人の割合の方が「反映されている」と感じる人の割合より高くなっています。

3 ● 女性の意見の反映度

●図3　県の政策への女性の意見の反映度

　典型的な性別役割分担意識を示す「男は仕事、女は家庭」については６割が否定的ですが、それ以外はいずれの質問に
ついても半数以上が性別役割に肯定的で、特に「女性は気配り、男性は決断力」、「子育ては母親」への肯定割合が高く
なっています。

●図2　性別役割分担に関する意識
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■ 無回答
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　女性は働き続けにくいと考える人はほぼ８割にのぼり、男性よりも女性の方がそう考える人の割合は高くなっています。

5 ● 女性の働き続けやすさ

●図5　女性の働き続けやすさ

■ 働き続けやすい
■ どちらかといえば
　 働き続けやすい
■ どちらかといえば
　 働き続けにくい
■ 働き続けにくい
■ 無回答
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　前回調査よりも「子どもができても、ずっと仕事を続ける方がよい」とする「就労継続型」の割合が高くなり、「子どもが
できたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事に就く方がよい」とする「中断・再就労型」の割合と逆転して、最も支持が高
くなっています。

4 ● 女性の就業パターン
●図4　女性と仕事について

■ 女性は仕事に就かない方がよい　■ 結婚するまでは、仕事を続ける方がよい　■ 子どもができるまでは、仕事を続ける方がよい
■ 子どもができても、ずっと仕事を続ける方がよい　■ 子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事に就く方がよい　■ その他　■ 無回答
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7 ● 日常生活での家庭の仕事等の役割分担

　希望としては、男女ともに「仕事と家庭生活をともに優先したい」人の割合が最も高く、現実として、女性は家庭生活を
優先、男性は仕事を優先する人の割合が最も高くなっています。

6 ● 仕事、家庭生活、地域・個人の生活のバランス

●図6-1　仕事、家庭生活、地域・個人の生活の優先度　【希望】

　家事・育児・介護などの家庭の仕事は、「該当する仕事はない」場合を除いてすべて妻がすることが多くなっています。
その一方で、家庭内の重大な事柄の決定では夫が半数を占め最も多くなっています。

●図7　日常生活における家庭の仕事等の役割分担（n=744）
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　 の生活」をともに優先
■ 「仕事」と「家庭生活」と「地
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■ 無回答

0 20 40 60 80 100

地域活動への参加
（自治会・PTAなど）
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●図6-2　仕事、家庭生活、地域・個人の生活の優先度　【現実（現状）】
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　調査結果からは、男女共同参画に関しては意識は着実に進んで
いる面も見られますが、実態がともなわないことなど、今後取り組む
べき課題が見えてきています。結果の詳細は、平成22年3月末に
公表する予定です。この調査結果を踏まえて、男女が性別にとらわ
れず個性と能力を十分に発揮することができる社会の実現のため、
有効な施策を検討したいと考えています。

■詳細をお知りになりたい方は、下記宛にご連絡をお願いします。
　財団法人しまね女性センター（担当：小川）
　〒694-0064　島根県大田市大田町大田イ２３６－４
　tel：0854-84-5514　　fax：0854-84-5589
　e-mail：asu-08@asuterasu.pref.shimane.jp

　セクシュアル・ハラスメントの被害を直接経験したことがある女性は15.1％にのぼり、自分や身近な人の被害経験のあ
る人は全体としても24.0％にもなっています。

8 ● セクシュアル・ハラスメントの被害経験

　ドメスティック・バイオレンス（夫や恋人からの暴力）の被害を直接経験したことがある女性はおよそ10人に１人（10.5
％）に達し、全体の４人に1人（25.0％）が自分や身近な人の被害経験があるとしています。

9 ● ドメスティック・バイオレンスの被害経験

●図9　ドメスティック・バイオレンスの被害経験
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●図8　セクシュアル・ハラスメントの被害経験
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　印は“女性議員1人”を表す（H21.4月1日現在）

数字は“女性委員の割合”を表す（％）（H21.4.1日現在）

審議会等における女性委員の割合

10％未満
10～20％未満

★

★

★

20～30％未満
30～40％未満

島根県における男女共同参画の現状
県内の政策・方針決定過程における女性の参画状況

6.9％
22.2％

●女性議員・審議会等女性委員MAP

（議員総数432人中女性30人）

（委員総数6,366人中女性1,411人）
（平成21年4月1日現在）

（平成21年4月1日現在）

●国、県の審議会等における女性委員の割合の推移

●女性議員の割合

調査年月

県の審議会等

国の審議会等

都道府県議会

市議会

町村議会

市区町村議会

調査年月

区  分

H14

21.0

25.0

H15

29.2

26.8

H16

36.8

28.2

H17

38.5

30.9

H18
単位（％）

単位（％）

※H14の県は3月、H15～21の県は4月、国は全て9月のデータ

41.9

31.3
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41.8
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7.1

6.3

6.7

全国（12月）
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島根県（4月）
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市 町 村 議 会 議 員
市町村の審議会等委員

◎
◎

松江市
30.5

出雲市
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東出雲町
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安来市
18.7
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浜田市
17.8

知夫村
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H17
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　1985～86年は、労働に関する法制度の面で大変革があった
と言ってよいでしょう。４つの法律が成立・改正されましたが、それ
らは、いずれもその後の女性の非正規化の流れと深く関わってい
ます。まず、①男女雇用機会均等法により男女差別の禁止が目
指されましたが、同時に「雇用管理区分」という抜け道ができてし
まいました。つまり、同じ雇用形態の中での男女区別はいけない
が、雇用契約が異なる正社員と非正規労働者が区別されるのは
構わないという考え方です。これにより男＝基幹職／女＝補助職
という従来の区分けが基幹職＝正社員／補助職＝非正規に置
き換えられ、女性の非正規労働化が広がる結果となりました。
　次に、②均等法と合わせて見直された労働基準法の改正で
す。それまで男女で別々だった「労働時間」の規制が、女性差別
という理由で男性側の基準に統一されてしまったのです。そもそ
も、労働時間の規制とは、労働者が一人の人間として仕事以外
の自由な時間を確保するための人権に関わる問題で、国際的に
もこの認識が共有されています。しかし、日本で最初に労働基準
法が成立した1947年、戦後の産業復興のためには多少の人権
水準は侵しても仕方ないとばかりに、長く働けることがよしとされ、
男性は三六協定さえ結べば長時間でも働けるよう規制から外し
たのですから、本来「男性であるが故に過酷に働かされる」男性
差別をなくすのが筋だったと言えます。しかし、改正ではこうした議
論にはならず、男女平等の名の下に女性の長時間労働も認めら
れ、それができない女性は非正規労働化していきました。
　さらに、③労働者派遣法が新たに制定されたことで、それまでは
労働環境が劣悪になるという理由で基本的に許されていなかっ
た「派遣」という働き方が解禁になり、現在のように広がったのは
周知のことですし、④国民年金法の改正により、新たに「第３号
被保険者」という区分が誕生し、この年金受給資格の範囲内で
ある年収130万円以内で働く既婚女性の非正規・短時間労働
の雇用形態に拍車がかかりました。

　非正規労働とは、①短時間労働、②期間の定めがある、③間
接雇用という３つの要素のうちいずれか一つあれば成り立つもの
です。これらの何が問題なのでしょうか。
　まず、①短時間労働ゆえの低賃金が問題です。なぜ低賃金に
させられるかと言えば、その根底に「短時間＝家計補助的労働」

という認識があるからです。つまり、「男は仕事、女は家庭」という
典型的なジェンダー観に基づく、長時間労働のできる主たる稼ぎ
手（夫）がいるから低賃金でも構わないという考え方です。しかし、
この考え方は稼ぎ手の夫がいない人でも短時間労働である限り
適用されますから、その場合、生活が非常に厳しくなります。
　また、②期間の定めのある雇用形態は買い叩かれるという問
題があります。雇う側は、有期雇用の契約更新の節目節目で、契
約続行の条件として賃下げを迫るなど、労働条件を下げることが
可能なので、長く勤めて更新を重ねるほど契約期間はどんどん短
くなり、労働条件もどんどん悪化するということが往々にして起こり
ます。
　最後に③間接雇用の典型である「労働者派遣契約」のあり方
も問題です。一般に、雇用関係にある雇い主と労働者の間の労
働条件には、労働法による規制があり、労働条件を一方的に悪
化させるようなことにはならないはずなのですが、派遣の場合、労
働条件は派遣元と派遣先との業者間契約によって決められるの
で、派遣元業者が複数で競争すると労働条件は必然的に買い
叩かれるのです。

　このように、非正規労働の条件の悪化が進むと、今度は正規労
働者も巻き込んだ労働条件の悪化につながることになります。非
正規労働者の労働条件が悪くなればなるほど、正規労働者の労
働条件との差が開いていくわけですから、雇う側としてはその差に
見合う責任や業績を正規労働者に強く求めるようになり、その結
果正規労働者は激烈なハードワークをこなさなければならなくなり、
労働環境が悪化していきます。この過酷さに耐え切れない正規労
働者が進む道は、過労死でなければ非正規化しかありません。そう
やって、労働条件はますます悪化する・・・という負の連鎖が加速度
的に進み、正規労働も巻き込んだ雇用劣化は女性のみならず男
性にまで広がってしまいました。
　今こそ、こうした問題の根源である1985～86年の大変革の
時期に立ち戻って、労働の問題を改めてジェンダーの視点で見
直し、男女平等、しかも人間らしい適正な労働の核心としての男
女平等労働が目指されなければならないと思います。今日の厳し
い経済環境を口実にすることなく、ネバーギブアップの心で、問題
を一つずつ男女平等の視点で捉え直し、確実に歩みを進めてい
きましょう。

均等法は働き方をどう変えたか
　～その到達点と課題

【誌上講座】

弁護士、ＮＰＯ法人派遣労働ネットワーク理事長 中野麻美さん

「労働」に大変革をもたらした法制度の成立・改正1

なぜ非正規労働は劣悪な労働環境になるのか2

雇用劣化の悪循環を断ち切るために3

なか の ま み

　（財）しまね女性センターでは、今年度から始めた若い世代に向けた男女共同参画の取組として、島根大学と連携して講座を開催しました。
１１月１３日（金）に「労働」をテーマとして行った講演の内容を紹介します。

(財)しまね女性センター＆島根大学男女共同参画推進室・キャリアセンターオープン講座より

　昨年末、日比谷に開設された年越し派遣村は、非正規という働き方の厳しさを私たちに突きつけた出来
事でした。こうした貧困につながる労働の問題は、一般的には、バブル崩壊とグローバル化の影響で1990
年代半ばから始まったと認識されているようですが、ジェンダー間格差の問題として労働問題を捉える視点
があれば、それが1980年代半ばに始まったことがわかります。
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